
証券コード 4167
2024年６月10日

（電子提供措置の開始日 2024年６月４日）
株 主 各 位

東京都千代田区紀尾井町３番12号
株 式 会 社 コ コ ぺ リ
代表取締役ＣＥＯ 近 藤 繁

第17回定時株主総会招集のご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼を申し上げます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記により開催致しますので、ご通知申し上げま

す。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに「第17回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載してお
ります。

当社ウェブサイト https://www.kokopelli-inc.com/ir/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ココペリ」又

は「コード」に当社証券コード「4167」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情
報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご
確認ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検
討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2024年６月25日（火）
18時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１. 日 時 2024年６月26日（水）10時00分（受付開始：９時30分）
２. 場 所 東京都千代田区麹町６丁目６番地

東京消防庁スクワール麹町 ３階 会議室
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第17期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告及び
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第17期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件
第3号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額改定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。
◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、予めご了承いただきますようお願い申し上げます。
◎株主懇談会は開催致しませんので、予めご了承いただきますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。
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インターネットによる議決権行使のご案内

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ヘルプデスク）

ふ0120-173-027
（通話料無料、受付時間：9：00～21：00）

議決権行使サイトの操作方法に関する
お問い合わせについて

https://evote.tr.mufg.jp/
議決権行使ウェブサイト

⃝�インターネットによる議決権行使が複
数回なされた場合は、最後のものを有
効な議決権行使といたします。

⃝�郵送による議決権行使とインターネッ
トによる議決権行使が重複してなされ
た場合は、インターネットによるもの
を有効な議決権行使といたします。

⃝�議決権行使ウェブサイトをご利用いた
だく際のプロバイダへの接続料金及び
通信事業者への通信料金等は、株主の
皆様のご負担となります。

ご注意事項

お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された
「ログインID」および「仮パスワード」を入力2

インターネットによる議決権行使は、スマートフォンまたはパソコン等から議決権行使ウェブサイトにアクセス
いただき、画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたします。

2024年６月25日（火曜日）18時30分まで
議決権行使期限

スマートフォンでの議決権行使は、
「ログインID」「仮パスワード」の入力が
不要になりました！

議決権行使書用紙

「ログイン用QRコード」
はこちら

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトにアクセスする1

「次の画面へ」をクリック

「ログイン」
をクリック
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株主総会参考書類
第１号議案 取締役５名選任の件
取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。経営体制の一層の強化

を図るため、取締役１名を増員することとし、取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

１

再任

近
こ ん ど う し げ る

藤 繁
(1978年６月26日生)

2002年４月 株式会社みずほ銀行 入行

2,400,400株
2006年１月 イー・ステージ株式会社 入社
2007年６月 当社代表取締役CEO（現任）

（取締役候補者とした理由）
近藤繁氏は、当社創業以来、当社の代表取締役として当社の経営を担い、経営方針や事業計画の策定
及びその実行に重要な役割を果たしてまいりました。当社経営全般に対する豊富な経験と幅広い知見
を有しており、当社事業の更なる発展のため、引き続き、取締役候補者としました。

２

再任

兼
か ね こ

子 真
ま さ と

人
(1983年３月26日生)

2006年４月 株式会社ケイビーエムジェイ（現：株式会社
アピリッツ） 入社

12,400株

2007年５月 株式会社IDGジャパン 入社
2011年11月 株式会社エス・エム・エス 入社
2017年４月 当社入社

当社執行役員
2019年10月 当社執行役員CS事業部長
2021年６月 当社取締役
2024年４月 当社取締役ソリューション事業部ゼネラルマ

ネージャー（現任）
（取締役候補者とした理由）
兼子真人氏は、当社の提供する各サービスの運営やカスタマーサクセス、営業体制の構築等において
大きく貢献してまいりました。豊富な経営全般に対する経験と当社事業に対する幅広い知見を有して
おり、当社事業の更なる発展のため、引き続き、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

３

新任

馬
ま に わ こ う へ い

庭 興 平
(1980年６月13日生)

2003年４月 スルガ銀行株式会社 入社

3,800株

2004年６月 株式会社プロシップ 入社
2010年６月 同社取締役管理本部長
2020年１月 当社入社

コーポレート事業部長
2020年４月 当社執行役員コーポレート事業部ゼネラルマ

ネージャー（現任）
（取締役候補者とした理由）
馬庭興平氏は、上場会社における豊富な経営管理経験と幅広い知見を有しており、当社入社以来コー
ポレート部門の統括や株式上場に従事し、当社事業で大きな役割を果たしてまいりました。その実績
を活かし、当社企業価値向上への貢献が期待できることから、取締役候補者としました。

４

再任

松
ま つ お こ う い ち ろ う

尾 幸一郎
(1973年５月12日生)

1996年４月 住商情報システム株式会社（現SCSK株式会
社） 入社

267,700株2005年 8 月 アライドアーキテクツ株式会社 取締役
2013年４月 有限会社松システム取締役 （現任）
2015年４月 当社取締役 （現任）

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
松尾幸一郎氏は、複数の企業において経営に携わるなど、経営者としての豊富な事業運営経験・見識
を有しておられ、経営陣から独立した客観的立場から必要な指摘・助言をいただいております。引き
続き、当該見識を活かして取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待して、社外
取締役候補者としました。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ
て９年２ヶ月であります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

５

再任

松
まつもと なおと
本 直人

(1980年３月23日生)

2002年４月 フューチャーベンチャーキャピタル株式会社
入社

ー株

2016年３月 同社代表取締役社長
2022年６月 株式会社デジアラホールディングス社外取締

役（現任）
2022年７月 株式会社ABAKAM代表取締役（現任）
2022年８月 株式会社神戸大学イノベーションプラットフ

ォーム（現株式会社神戸大学キャピタル）取
締役（現任）

2022年９月 株式会社スマートバリュー社外取締役（現
任）

2023年２月 株式会社フィル・カンパニー社外取締役（監
査等委員）（現任）

2023年２月 株式会社Kips取締役（現任）
2023年６月 当社取締役（現任）

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
松本直人氏は、地域金融や中小企業育成に精通し、上場企業のガバナンスや経営に豊富な知見を有し
ております。引き続き、当該見識を活かして取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただくこと
を期待して、社外取締役候補者としました。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総
会終結の時をもって１年であります。

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．松尾幸一郎氏及び松本直人氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は松尾幸一郎氏及び松本直人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

３．当社は、松尾幸一郎氏及び松本直人氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第
423条第1項の賠償責任を、法令に定める限度まで責任を限定する責任限定契約を締結しております。
松尾幸一郎氏及び松本直人氏が再任された場合は、当社は当該契約を継続する予定であります。

４．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を
負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約
により補填することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなり
ます。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任

をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

１

再任

曽
そ ね ま さ あ き

根 正 昭
(1955年３月18日生)

1977年４月 千代田火災海上保険株式会社 （現あいおい
ニッセイ同和損害保険株式会社） 入社

2,100株2009年４月 同社執行役員甲信越本部部長
2013年４月 同社常務執行役員東北本部長
2014年４月 同社常勤監査役
2019年７月 当社監査役（現任）

（社外監査役候補者とした理由）
曽根正昭氏は、長年に亘る金融業界の経験と豊富な経営管理の知識を有しております。客観的かつ中
立な立場で、その知見に基づく、適切な助言と監査を行っていただくため、社外監査役候補者としま
した。なお、同氏の当社監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年11ヶ月でありま
す。

２

再任

廣
ひ ろ せ ふ み の り

瀬 文 慎
(1977年８月17日生)

2001年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社みずほ銀
行）入社

2,100株

2005年８月 日興コーディアル証券株式会社（現SMBC日
興証券株式会社）入社

2007年５月 株式会社スタートトゥデイ（現株式会社Z
OZO）入社
内部監査室長

2019年５月 同社執行役員経営管理本部長
2019年７月 当社監査役（現任）
2020年９月 株式会社yutori取締役（現任）
2021年６月 株式会社ZOZO取締役兼COO（現任）
2023年12月 株式会社ヒュープロ社外取締役（現任）

（社外監査役候補者とした理由）
廣瀬文慎氏は、インターネット業界における豊富なビジネス経験と経営管理の経験を有しておりま
す。客観的かつ中立の立場で、その知見に基づく、適切な助言と監査を行っていただくため、社外監
査役候補者としました。なお、同氏の当社監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年
11ヶ月であります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

３

新任

波田
は た の け い こ

野 馨子
(1975年４月21日生)

2008年12月 弁護士登録
森法律事務所入所

ー株

2017年９月 スターフェスティバル株式会社常勤社外監査
役

2018年11月 株式会社ツクルバ社外監査役
2021年10月 株式会社トラストリッジ常勤社外監査役(現

任)
2022年２月 波田野綜合法律事務所設立
2022年４月 神奈川県弁護士会副会長
2022年12月 株式会社ルクレ社外取締役（現任）
2023年４月 株式会社アブレ監査役（現任）
2023年６月 株式会社Kids Smile Holdings社外取締役

(監査等委員)（現任）
（社外監査役候補者とした理由）
波田野馨子氏は、弁護士としての法律面での高度な専門的知識と複数の企業における社外役員経験を
有しております。客観的かつ中立の立場で、その知見に基づく、適切な助言と監査をいただくため、
社外監査役候補者としました。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．曽根正昭氏、廣瀬文慎氏及び波田野馨子氏は、社外監査役候補者であります。 なお、当社は曽根正

昭氏、廣瀬文慎氏及び波田野馨子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届出る予定です。波田野馨子氏の戸籍上の氏名は、松本馨子であります。

３．当社は、曽根正昭氏、廣瀬文慎氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条
第１項の賠償責任を、法令に定める限度まで責任を限定する責任限定契約を締結しております。な
お、両氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、波田野馨子氏の
選任が承認された場合、当社は同氏との間で、同様の契約を締結する予定であります。

４．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を
負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約
により補填することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなり
ます。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額改定の件
当社は、当社の社外取締役を含む取締役（以下「対象取締役」といいます。）に対し、当社の

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共
有を進めることを目的として、2021年６月22日開催の当社第14回定時株主総会において、取
締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件（以下「原議案」といいます。）とし
て、年額100百万円（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）以内の取締役
の報酬等とは別枠で 、譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数を年
5,000株以内（うち社外取締役分は1,250株以内。）、当該譲渡制限付株式の付与のために支給す
る金銭報酬の総額を年額20百万円以内（うち社外取締役分は年額５百万円以内。）とする譲渡制
限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）の導入につき株主の皆様からご承認いただい
た上で、運用をしてまいりました。
今般、第１号議案が原案どおり可決されることにより、対象取締役の員数が４名（うち社外取

締役２名）から５名（うち社外取締役２名）に増加することに対応するため、原議案の譲渡制限
付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額を「年額20百万円以内（うち社外取締役分は年
額５百万円以内。）」から「年額25百万円以内（うち社外取締役分は年額10百万円以内 。）」に、
対象取締役の員数増加及び現在の当社の現在の株価水準に照らし 、譲渡制限付株式として発行
又は処分をされる当社の普通株式の総数を「年5,000株以内（うち社外取締役分は1,250株以
内。）」から「年60,000株以内（うち社外取締役分は15,000株以内。 ）」にそれぞれ一部変更
し、以下のとおりとすることにつき、ご承認をいただきたく存じます。
なお、各対象取締役への配分については、引き続き、当社の取締役会において決定することと

いたします。

１．譲渡制限付株式の発行又は処分の方法
本議案に基づく譲渡制限付株式の発行又は処分は、対象取締役に対して報酬等として金銭報酬

債権を支給し、対象取締役が当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付して、当社の普
通株式の発行又は処分を受ける方法で行うものといたします。

２．対象取締役に対して付与する譲渡制限付株式の上限数及び上限額
本議案に基づき譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は年

60,000株以内（うち社外取締役分は15,000株以内。） （ただし、本議案が承認可決された日以
降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が行
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われた場合には、分割比率又は併合比率に応じて当該総数を調整します。）とし、また、本議案
に基づき対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は年額25
百万円以内（うち社外取締役分は年額10百万円以内） といたします。また、各対象取締役への
具体的な配分については、取締役会において決定することといたします。
なお、当該発行又は処分に係る現物出資に充当する金銭報酬債権を支給するものとし、当該発

行又は処分の１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所に
おける当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の
終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決定します。

３．対象取締役に対して付与する譲渡制限付株式の概要
本議案に基づく譲渡制限付株式の付与に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容

を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとします。
(1) 対象取締役は、２年間から５年間までの間で当社の取締役会が定める期間（以下「譲渡制
限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」
という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」
という。）。

(2) 対象取締役が当社の取締役会が定める期間（以下「役務提供期間」という。）が満了する
前に当社の取締役その他当社の取締役会で定める地位を喪失した場合には、当社の取締役会
が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

(3) 当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、上記(2)に定める地位にあったこと
を条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限
を解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正当と認める理由
により、役務提供期間が満了する前に上記(2)に定める地位を喪失した場合には、譲渡制限
を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整する
ものとする。

(4) 当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡制限が解除さ
れていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(5) 当社は、法令、社内規則又は本割当契約の違反その他本割当株式を無償取得することが相
当である事由として当社の取締役会で定める事由に該当した場合、本割当株式を当然に無償
で取得する。

(6) 上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契
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約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事
項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さな
い場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議によ
り、合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡
制限を解除する。

(7) 上記(6)に規定する場合においては、当社は、上記(6)の定めに基づき譲渡制限が解除され
た直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得す
る。

４．譲渡制限付株式を付与することが相当である理由
対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の

皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役に対して報酬等として譲渡制限
付株式を付与するものであります。
当社は2021年６月22日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容についての決

定に関する方針を定めており、その概要は以下の（ご参考）のとおりであります。また、本議案
に基づき譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、上記２．の年額の上限の範
囲内とすること、本議案に基づき付与する譲渡制限付株式の発行済株式総数に占める割合は0.7
％（10年間に亘り譲渡制限付株式を上限数発行した場合における発行済株式総数に占める割合
は７％） とその希釈化率は軽微であることから、本議案に基づく譲渡制限付株式の付与は相当
なものであると判断しております。

（ご参考）
１．基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な成長を図るインセンティブとして十分に機能する

よう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた
適正な水準とすることを基本方針とする。
具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬並びに非金銭報酬としての譲渡制限

付株式報酬及び新株予約権報酬により構成する。

２．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条
件の決定に関する方針を含む。)
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当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、担当業務、会社業績及び他社水準、従業員
給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定し、毎月現金で支払うものとする。

３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方
針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)
非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬及び新株予約権報酬（ストック・オプション）とする。
譲渡制限付株式報酬を付与する場合、譲渡制限付株式割当契約においては、①２年間から５年

間までのうち取締役会が定める期間、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと、
②法令、社内規則又は譲渡制限付割当契約の違反その他当該株式を無償取得することが相当であ
る事由として当社取締役会で定める事由に該当した場合、当該株式を無償で取得すること等を定
める。譲渡制限付株式報酬の付与にあたっては、制度の目的、対象者の職責の範囲、役位その他
諸般の事情を勘案し、適切な水準を設定する。同様の考え方に基づき、社外取締役に対しても、
非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬を設定する。なお、譲渡制限付株式報酬を付与する場合
には、株主総会が定める上限の範囲内で、原則として一事業年度につき一度付与する。
新株予約権（ストック・オプション）を付与する場合、割当数については担当業務及び従業員

等とのバランスを考慮しながら、総合的に勘案して決定し、定時株主総会後に付与するものとす
る。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額
に対する割合の決定に関する方針
当社の取締役の種類別の報酬割合については、担当業務、会社業績及び他社水準、従業員給与

の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定される基本報酬と非金銭報酬の割合となる。

5．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき、代表取締役CEOがその具体的内容につい

て委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定とする。
なお、非金銭報酬は、取締役会で取締役個人別の割当数を決議する。

以 上
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事 業 報 告
自
至

2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和され、経
済活動の正常化が進む一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や、急激な円安による物価
上昇、イスラエルとハマスの武力衝突による地政学リスク等、依然として先行きは不透明な
状況が続いております。
そのような状況下、当社グループは、中小企業向けDX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）支援プラットフォーム「Big Advance（ビッグアドバンス）」を提供し、日本全国の
地域金融機関と連携し、各金融機関の取引先の中小企業に対して、課題解決や成長支援につ
ながるソリューションを提供しております。
当社グループが提供するDX支援プラットフォーム「Big Advance」は、オンラインに

て、地域を超えた全国の企業とのビジネスマッチング、ホームページ作成、社内コミュニケ
ーションツールとしての社内チャット及び全国の補助金・助成金の情報の提供などを通じて
中小企業のDXの実現を支援しております。2023年１月には、インボイス制度、電子帳簿保
存法に対応した請求書発行、帳票受取が可能な「ちゃんと請求書」をリリースし、更なる機
能強化に取り組んでおります。
2018年４月にリリースして以来、「Big Advance」を導入する金融機関数82社、その顧

客である中小企業会員数64,344社となりました（2024年３月31日時点）。
また、中小企業向けに補助金活用コンサルティングを提供しており、補助金を通じた中小

企業支援を行う提携金融機関を増やし、一層の業況拡大を図っております。
2023年11月にはキー・ポイント株式会社の株式を100%取得し子会社化しました。同社

は自社開発で企業向けのファイル送受信・共有サービスの提供と大手企業向けの受託開発を
手掛けており、特にセキュリティに優れたメール送受信・ファイル共有システムは200社以
上で導入されています。ココペリグループの金融機関ネットワークを通じてプロダクトを展
開し、一層の成長を目指しております。
一方、当連結会計年度は中期経営計画で示した通り、ユーザー数拡大や顧客単価向上のた

めの新機能・新サービス開発等の成長投資を行い、積極的な人材採用や新機能・サービスの
開発を実施してまいりました。
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以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,821,032千円（前期比2.5％増）となり、営業
利益は33,894千円（同46.9％減）、経常利益は40,368千円（同38.0％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益は33,354千円（同57.6％増）となりました。
なお、当社グループはビジネスプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

（2）設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

（3）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
2023年９月30日に、FAI事業を事業譲渡いたしました。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
① 株式の取得または処分の状況

会社名 株式の種類 取得株式数 出資比率 取得金額 取得年月日

キー・ポイント株式会社 普通株式 240株 100％ 67,500千円 2023年11月１日

② 新株予約権の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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（8）対処すべき課題
当社グループの今後の経営課題とその対策は以下の３点になります。

① 情報管理体制の強化
当社グループが提供するサービスは、ビジネスの根幹となるインフラ機能であり、また

機密性の高い情報を多く扱っているため、情報セキュリティの確保や情報管理体制の継続
的な強化をしていくことが重要であると考えております。情報セキュリティの認証資格を
取得し、内部の情報管理に係る施策には万全の注意を払っておりますが、外部業者による
脆弱性診断等を継続的に実施するとともに、引き続き自社による監視体制の見直しを行
い、情報管理体制の整備、強化を行ってまいります。

② 優秀な人材の確保と育成
当社グループの持続的な成長のためには、優秀な人材を採用し、開発体制、営業体制、

管理体制等を強化していくことが重要であると捉えております。当社グループの経営理念
や事業内容に共感し、高い意欲を持った優秀な人材を採用していくために、積極的な採用
活動を進めるとともに、高い意欲を持って働ける環境や仕組みの構築、研修体制の充実等
に取り組んでまいります。

③ プロダクト・サービスの強化
当社グループの収益の中心は、サブスクリプション型のビジネスモデルであり、継続し

てサービスが利用されることで収益が積み上がるストック型の収益モデルになります。引
き続き顧客ニーズを把握し、継続的なユーザー・インターフェースの改善、各種機能強化
に加え、顧客サポートの品質向上等を行い、顧客が使い続ける価値を感じていただけるよ
うに取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。
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（9）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 2021年３月期
（第14期）

2022年３月期
（第15期）

2023年３月期
（第16期）

2024年３月期
（第17期）

当連結会計年度
売 上 高 (千円) − − 1,776,181 1,821,032
経 常 利 益 (千円) − − 65,122 40,368
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) − − 21,160 33,354

１株当たり当期純利益 (円) − − 2.70 4.28

総 資 産 (千円) − − 2,204,411 2,219,518

純 資 産 (千円) − − 1,820,268 1,767,430

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) − − 229.17 228.63
（注）１．第16期より連結計算書類を作成しておりますので、第15期以前の各数値は記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、1株当たり純資産額は、
期末発行済株式総数により算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 2021年３月期
（第14期）

2022年３月期
（第15期）

2023年３月期
（第16期）

2024年３月期
（第17期）
当事業年度

売 上 高 (千円) 1,024,249 1,642,600 1,712,778 1,610,622
経 常 利 益 (千円) 239,180 356,930 105,622 105,317
当 期 純 利 益 (千円) 253,974 281,977 67,540 102,445

１株当たり当期純利益 (円) 41.20 35.94 8.63 13.15

総 資 産 (千円) 1,747,861 2,149,685 2,120,276 2,124,775
純 資 産 (千円) 1,552,339 1,873,057 1,866,648 1,882,901
１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 199.62 235.78 235.11 243.90
（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出してお

り、1株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。
２．当社は、2020年10月23日付で普通株式１株につき70株の割合で株式分割を行いましたが、第14期

の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算
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定しております。１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

（10）重要な子会社の状況
会 社 名 資本金 当社の

議決権比率 主要な事業の概要

株式会社ココペリ経営サポート １百万円 100％ 補助金活用コンサルティング

キー・ポイント株式会社 20百万円 100％ システム開発
（注）キー・ポイント株式会社は、2023年11月１日付の株式取得により当社の完全子会社となりました。

（11）主要な事業内容
ビジネスプラットフォーム事業

（12）主要な営業所
名 称 所 在 地

本 社 東京都千代田区

九州営業所 福岡県福岡市中央区

東海営業所 愛知県名古屋市中村区
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（13）従業員の状況（2024年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

109名 21名増
（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（派遣社員及びアルバイトを含む）は含まれておりません。

② 当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

84名 ３名減 35.9歳 2.0年
（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（派遣社員及びアルバイトを含む）は含まれておりません。

③ 労働組織の状況
労働組織は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

（14）主要な借入先（2024年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 73百万円

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

― 18 ―

2024年05月27日 14時04分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数

普通株式 27,860,000株

（2）発行済株式の総数
普通株式 7,916,230株

（3）株主数
普通株式 4,289名

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

近 藤 繁 2,400 31.7

森 垣 昭 391 5.2

近 藤 淳 280 3.7

松 尾 幸一郎 267 3.5

近 藤 正 武 249 3.3

株式会社東広 213 2.8

TIS株式会社 188 2.5

有限会社松システム 175 2.3

近 藤 和 夫 164 2.2
Ｆｅｎｏｘ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ｃｏｍｐａｎｙ
Ｘ，Ｌ．Ｐ． 73 1.0
（注） 当社は、自己株式（352,373株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次の通りです。
当社は、取締役に対して株式保有を通じて株主との価値共有を高めることにより、企業価
値の持続的な向上を図ることを目的に、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計
株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く。） 5,000 株 ２ 名

(6) その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2024年３月31日現在）
第３回−１新株予約権 第５回−2新株予約権 第６回新株予約権

発行決議日 2017年６月28日 2020年２月28日 2021年６月22日
新 株 予 約 権 の 数
（個）

200
（注１）

1,000
（注１） 10

新株予約権の目的と
なる株式の種類、内
容及び数（株）

普通株式 14,000 普通株式 70,000 普通株式 1,000

新株予約権の行使時
の払込金額（円） 129 363 4,400
新株予約権の行使期
間

自 2019年６月１日
至 2027年５月31日

自 2022年３月１日
至 2030年２月28日

自 2023年７月２日
至 2031年７月１日

新株予約権の行使に
より株式を発行する
場合の株式の発行価
格及び資本組入額
（円）

発行価格 129
資本組入額 65

発行価格 363
資本組入額 182

発行価格 6,717
資本組入額 3,359

新株予約権の行使の
条件 (注２) (注２) (注２)

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社 外 取
締役を除
く）

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 14,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 70,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

社外取締
役 ― ― ―

監査役
新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―名

新株予約権の数 10個
目的となる株式数1,000株
保有者数 1名

（注）１．2020年10月７日開催の取締役会決議により、2020年10月23日をもって１株につき70株の割合を
もって株式分割を行っております。

２．下記のいずれかに該当することとなった場合、新株予約権は行使することができなくなるものとし、
この場合、新株予約権者は、当該各時点において未行使の新株予約権全部を放棄したものとみなしま
す。

① 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
② 新株予約権者が生存していることを条件とし、新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権は相続

されず、行使できなくなるものとする。
③ 新株予約権者が新株予約権の取得時点で会社又は子会社（会社法第２条第３号に定める子会社をい

う。）の取締役、監査役、使用人、又は顧問アドバイザーコンサルタント、その他名目の如何を問
わず会社又は子会社との間で委任、請負等の継続的契約関係にある者である場合は、そのいずれの
身分とも喪失したとき、新株予約権を行使することができない（ただし、任期満了により退任した
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場合及び定年の事由により退職した場合等、会社が特別にその後の本新株予約権の保有及び行使を
認めた場合を除く。）

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
第８回新株予約権

発行決議日 2023年６月22日
新株予約権の数（個） 641

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式 64,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 549

新株予約権の行使期間 自 2025年７月８日
至 2033年６月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）

発行価格 882
資本組入額 441

新株予約権の行使の条件 （注）

使 用 人 等 へ の 交 付 状 況 当社使用人 交付者数 81名
交付数 641個

（注）下記のいずれかに該当することとなった場合、新株予約権は行使することができなくなるものとし、こ
の場合、新株予約権者は、当該各時点において未行使の新株予約権全部を放棄したものとみなします。
① 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
② 新株予約権者が生存していることを条件とし、新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権は相続

されず、行使できなくなるものとする。
③ 新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、使用人のいずれかの

地位を有していることを要する。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで
はない。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役ＣＥＯ 近 藤 繁 株式会社ココペリ経営サポート取締役
キー・ポイント株式会社取締役

取 締 役 兼 子 真 人 株式会社ココペリ経営サポート取締役
キー・ポイント株式会社取締役

取 締 役 松 尾 幸一郎 有限会社松システム取締役

取 締 役 松 本 直 人

株式会社デジアラホールディングス社外取締役
株式会社ABAKAM代表取締役
株式会社神戸大学キャピタル取締役
株式会社スマートバリュー社外取締役
株式会社フィル・カンパニー社外取締役
株式会社Kips取締役

常 勤 監 査 役 曽 根 正 昭 株式会社ココペリ経営サポート監査役
キー・ポイント株式会社監査役

監 査 役 廣 瀬 文 慎
株式会社ZOZO取締役兼COO
株式会社yutori取締役
株式会社ヒュープロ社外取締役

監 査 役 大 村 由紀子
弁護士
株式会社アシロ社外取締役
株式会社ハルメクホールディングス社外取締役
株式会社ソディック社外監査役

（注）１．取締役松尾幸一郎氏及び松本直人氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出
ております。

２．監査役曽根正昭氏、廣瀬文慎氏及び大村由紀子氏は、社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員
として届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

（3）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結し、被保険者が負担することになる被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約に
より補填することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役及び監査役全員であ

り、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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（5）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に関わる決定方針に関する事項
ア．当該方針の決定の方法

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益とも連
動する報酬とすべく、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針（以下、「決定
方針」という。）を2021年２月15日開催の取締役会において決議し、2021年６月22
日開催の取締役会で一部改定致しました。

イ．決定方針の内容の概要
取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び非金銭報酬としての譲渡制限付株式

報酬及び新株予約権報酬により構成します。
基本報酬は月例の固定報酬とし、担当業務、会社業績及び他社水準、従業員給与の水

準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定し、毎月現金で支払うものとします。
非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬及び新株予約権報酬（ストック・オプション）

とします。
譲渡制限付株式割当契約においては、①２年間から５年間までのうち取締役会が定め

る期間、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと、②法令、社内規則又
は譲渡制限付割当契約の違反その他当該株式を無償取得することが相当である事由とし
て当社取締役会で定める事由に該当した場合、当該株式を無償で取得すること等を定め
ます。譲渡制限付株式報酬の付与にあたっては、制度の目的、対象者の職責の範囲、役
位その他諸般の事情を勘案し、適切な水準を設定します。同様の考え方に基づき、社外
取締役に対しても、非金銭報酬としての譲渡制限付株式報酬を設定します。
新株予約権（ストック・オプション）を付与する場合、割当数については担当業務及

び従業員等とのバランスを考慮しながら、総合的に勘案して決定し、定時株主総会後に
付与するものとします。
当社の取締役の種類別の報酬割合については、担当業務、会社業績及び他社水準、従

業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定される基本報酬と新株予約権
報酬の割合とします。

ウ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締
役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、取締役会において、決定方針と

の整合性を含めた多角的な検討を行っているため、決定方針に沿うものであると判断し
ております。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2020年６月22日開催の第13回定時株主総会において年額

100百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）。当
該定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は２名）です。また、
当該金銭報酬とは別枠で、2021年６月22日開催の第14回定時株主総会において、株式
報酬の額を20百万円以内（うち、社外取締役分は年額５百万円以内）、株式数の上限を年
5,000株以内（うち、社外取締役分は1,250株以内）と決議しております。当該定時株主
総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は２名）です。
監査役の金銭報酬の額は、2020年６月22日開催の第13回定時株主総会において年額

20百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名で
す。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき、代表取締役CEO近藤繁が取締役の個

人別の報酬額の具体的内容を決定しております。
その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定としております。なお、新株予約権

報酬は、取締役会で取締役個人別の割当数を決議しております。
これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評

価を行うには代表取締役CEOが最も適しているからであります。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締

役）
35,030千円

（6,099千円）
31,320千円

（5,600千円） − 3,710千円
（499千円）

４名
（２名）

監査役
（うち社外監査

役）
11,289千円

（11,289千円）
11,000千円

（11,000千円） − 289千円
（289千円）

３名
（３名）

合計
（うち社外役員）

46,320千円
（17,388千円）

42,320千円
（16,600千円） − 4,000千円

（788千円）
７名

（５名）
（注）非金銭報酬として取締役に対して株式報酬を交付しております。

当該株式報酬の内容及びその交付状況は２．会社の株式に関する事項及び３．会社の新株予約権等に関す
る事項に記載の通りです。
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（6）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役松尾幸一郎氏は、有限会社松システムの取締役であります。当社と兼職先との間
には特別の関係はありません。
取締役松本直人氏は、株式会社ABAKAM代表取締役、株式会社デジアラホールディン

グス、株式会社スマートバリュー、株式会社フィル・カンパニーの社外取締役並びに株式
会社Kips及び株式会社神戸大学キャピタルの取締役であります。当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。
監査役廣瀬文慎氏は、株式会社ZOZOの取締役兼COO、株式会社yutori取締役及び株

式会社ヒュープロ社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ
ん。
監査役大村由紀子氏は、株式会社アシロ及び株式会社ハルメクホールディングスの社外

取締役並びに株式会社ソディックの社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
出席状況および発言状況及び期待される役割に対して行った職務の概要

取締役 松 尾 幸一郎

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席致しました。
出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、経営全般の観点から適宜発言を行っております。
また、長年に亘る豊富なシステム開発及び運用に係る知見や経営者としての経験か
ら、当社の経営全般に適切な助言を行っております。

取締役 松 本 直 人

就任後開催された取締役会12回のうち12回に出席致しました。
出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、経営全般の観点から適宜発言を行っております。
また、金融業界に関する知見や経営者としての経験から、当社の経営戦略に関する
意見・助言を適宜行っております。

監査役 曽 根 正 昭
当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会13回のうち13回に出
席致しました。出席した取締役会及び監査役会において、監査役としての立場か
ら、経営全般に関する事項について適宜発言を行っております。

監査役 廣 瀬 文 慎
当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査役会13回のうち13回に出
席致しました。出席した取締役会及び監査役会において、監査役としての立場か
ら、経営全般に関する事項について適宜発言を行っております。

監査役 大 村 由紀子
当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査役会13回のうち13回に出
席致しました。
出席した取締役会及び監査役会において、弁護士としての見識に基づき、妥当性・
適正性を確保する観点から適宜発言を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

爽監査法人
（注）当社の会計監査人は、2023年６月22日開催の第16回定時株主総会において爽監査法人が選任さ

れ、当事業年度（第17期）の会計監査は同監査法人が実施いたしました。なお、第16回定時株
主総会終結の時をもって任期満了により退任したEY新日本有限責任監査法人は、前事業年度（第
16期）に係る会計監査のみ実施いたしました。

（2）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 22百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人の報酬の前提となっている監査
計画の方針・内容、見積りの算出根拠等を確認し、当該内容について社内関係部署から必要な報告を
受け、検証した結果、当社の会計監査を実施するうえでいずれも妥当なものであると判断したため、
会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基
づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制
当社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会による決議の内容の概要

は以下の通りであります。

（a）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 「取締役会規程」、「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内規程を整備し、取締
役及び使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。

ロ 当社は、取締役及び使用人の職務の適法性を確保するため、コンプライアンスがあら
ゆる企業活動の前提条件であることを決意し、「コンプライアンス規程」を定め、各役
職員に周知徹底させる。

ハ コンプライアンスを確保するための体制の一手段として、「リスクマネジメント委員
会」を設置して、各役職員に対するコンプライアンス教育、研修の継続的実施を通じ
て、全社的なコンプライアンスの推進にあたるものとする。

ニ 内部監査担当部門は、当社及び当社子会社における各部門及び各拠点を対象に、当社
の役職員の職務執行の適切性を確保するため、「内部監査規程」に基づき内部監査を実
施する。また、同部門は必要に応じて会計監査人と情報交換をし、効率的な内部監査を
実施する。

ホ 法令違反その他法令上の疑義のある行為等の早期発見を目的として内部通報規程を設
け、適切に対応する。

ヘ 反社会的勢力排除に向けて「反社会的勢力対策規程」を定め、反社会的勢力との一切
の関係を排除するための体制の整備強化を図る。

ト コンプライアンス違反者に対しては、「コンプライアンス規程」及び「就業規則」等
に基づき厳正に処分を行う。

（b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ 当社では、取締役の職務執行に係る事項である議事録、会計帳簿、その他の重要な情
報等については、法令及び「取締役会規程」、「文書管理規程」等の社内規程に従い、文
書又は電磁的記録媒体に記録し、適切に保存及び管理する。

ロ 取締役、監査役その他関係者は、これらの規程に従い、その職務遂行の必要に応じて
上記の書類等を閲覧することができるものとする。
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（c）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 事業活動に際し社内全体における意思統一を図るため、取締役会において年度及び、
中期経営計画を策定し、当該経営計画に基づき各部門における目標及び予算等を設定す
る。

ロ 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築の基
礎として、毎月１回の定時取締役会を開催するものとする。また、重要案件が生じたと
きは、臨時取締役会を随時開催するものとする。

ハ 取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするため、「職務権限規程」その他の規程に
基づき、取締役及び使用人の職務権限を定め、さらに必要に応じ職務権限を委譲する。

ニ 取締役会は、当社の財務、投資、コスト等の項目に関する目標を定め、目標達成に向
けて実施すべき具体的施策を各部署に実行させ、取締役はその結果を定期的に検証し、
評価、改善を行うことで全社的な業務の効率化を実現するものとする。

（d） 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ 当社子会社の業務の適正を確保するため、担当部署に担当者を配置し、関係会社管理
規程に基づいて当社子会社を管理する。担当部署は、当社子会社から当社に必要な報告
を行わせるとともに、子会社の重要業務の執行等について必要に応じて当社の取締役会
に報告する。

ロ 当社の内部監査担当部門は、定期的に当社子会社の業務を監査し、その結果を当社の
代表取締役に報告する。

（e）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 適切なリスク管理を行うため、リスク管理規程を策定し、当該規程によりリスク管理
に関する方針及び体制を定める。

ロ 当社は、リスク管理体制の確立を図るため、横断的組織としてリスクマネジメント委
員長を中心とした「リスクマネジメント委員会」を設置し、リスク管理体制の整備及び
リスクの予防に努めるものとする。

ハ リスクマネジメント委員会での状況のレビューや結果は、必要に応じて取締役会に報
告し決定する。また、その結果については、監査役に対して報告する。
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（f）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役会は監査役
と協議のうえ、必要に応じて、専任又は兼任の使用人を置くこととする。

ロ 監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役からの
指揮命令を受けないものとする。

（g）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
並びに報告した者が不利な扱いを受けないことを確保するための体制

イ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、監査役に対して職務の執行、当社に重大
な影響を及ぼす事項、経営の決議に関する事項については、監査役又は監査役会に対し
て、その内容を速やかに報告するものとする。

ロ 監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、
部長会等の重要な会議に出席するとともに、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必
要に応じて取締役及び使用人に対して、その説明を求めることができるものとする。

ハ 内部通報制度に基づく通報又は監査役に対する報告を行ったことを理由として不利な
取扱いを行わない。

（h）その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
イ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、当社及び当社子会社の取締役

及び使用人は、監査に対する理解を深め監査役監査の環境を整備するよう努めるものと
する。

ロ 監査役は、専門性の高い法務、会計については独立して弁護士、会計監査人と連携を
図り、取締役会、経営会議、リスクマネジメント委員会等の重要会議に出席する他、取
締役との懇談、社内各部署への聴取及び意見交換、資料閲覧、会計監査人の監査時の立
会及び監査内容についての説明を受けるとともに意見交換を行い、監査役会にて報告、
審議を行うこととする。

ハ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、
速やかに当該費用又は債務の処理をすることとする。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
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務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通りであります。
(a)内部統制システム全般

当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査担当者がモニタリン
グし、改善を進めております。

(b)コンプライアンス
当社は、当社の使用人に対し、その改装に応じて必要なコンプライアンスについて、

社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り組み
を継続的に行っております。
また、当社は内部通報規程により相談・通報体制を設けており、コンプライアンスの

実効性向上に努めております。
(c)リスク管理体制

リスクマネジメント委員会において、各部門から報告されたリスクのレビューを実施
して全社的な情報共有に努めたほか、当該リスクの管理状況について報告致しました。

(d)内部監査
内部監査担当者が作成した内部監査計画に基づき、内部監査を実施致しました。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（4）剰余金の配当などの決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。しかしなが

ら、当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留保の充実を図り、将来の事業展開及
び経営体質の強化のための投資等に充当し、なお一層の事業拡大を目指すことが、株主に対
する最大の利益還元につながると考えております。将来的には、各期の経営成績及び財政状
態を勘案しながら株主に対して利益還元を実施していく方針ではありますが、現時点におい
て配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
2024年３月31日 現在

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
【流 動 資 産】 1,511,704 【流 動 負 債】 294,953

現 金 及 び 預 金 1,314,834 買 掛 金 37,861
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 133,540 未 払 費 用 79,605
前 払 費 用 31,607 １年内返済予定の長期借入金 55,884
未 収 入 金 22,529 未 払 法 人 税 等 27,318
そ の 他 10,114 契 約 負 債 39,599
貸 倒 引 当 金 △920 そ の 他 54,684

【固 定 負 債】 157,134
【固 定 資 産】 707,813 長 期 借 入 金 142,393
有 形 固 定 資 産 93,758 そ の 他 14,741
建 物 3,143 負 債 合 計 452,087
建 物 附 属 設 備 61,885 純 資 産 の 部
工 具、 器 具 及 び 備 品 28,730 科 目 金 額

無 形 固 定 資 産 517,527 【株 主 資 本】 1,729,341
ソ フ ト ウ エ ア 164,459 【資 本 金】 812,355
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 52,488 【資 本 剰 余 金】 786,655
の れ ん 300,579 【利 益 剰 余 金】 295,433

投 資 そ の 他 の 資 産 96,527 【自 己 株 式】 △165,102
繰 延 税 金 資 産 40,897 【新 株 予 約 権】 38,089
そ の 他 56,008
貸 倒 引 当 金 △378 純 資 産 合 計 1,767,430
資 産 合 計 2,219,518 負 債 純 資 産 合 計 2,219,518

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自
至

2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

(単位：千円)
科 目 金 額

【売 上 高】 1,821,032
【売 上 原 価】 830,453
【売 上 総 利 益】 990,578
【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 956,684
【営 業 利 益】 33,894
【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 及 び 配 当 金 620
雑 収 入 8,051 8,672

【営 業 外 費 用】
支 払 利 息 1,629
自 己 株 式 取 得 費 用 399
雑 損 失 168 2,198

【経 常 利 益】 40,368
【特 別 利 益】

新 株 予 約 権 戻 入 益 5,792
事 業 譲 渡 益 2,000 7,792

【特 別 損 失】
固 定 資 産 除 売 却 損 1,801
投 資 有 価 証 券 売 却 損 303 2,105

【税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益】 46,055
【法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税】 38,262
【法 人 税 等 調 整 額】 △25,561 12,700
【当 期 純 利 益】 33,354
【親会社株主に帰属する当期純利益】 33,354
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 33 ―

2024年05月27日 14時04分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



連結株主資本等変動計算書
自
至

2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

(単位：千円)
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 810,820 785,120 277,678 △84,440 1,789,178 31,089 1,820,268

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,535 1,535 3,070 3,070
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 33,354 33,354 33,354

自 己 株 式 の 取 得 △99,987 △99,987 △99,987

自 己 株 式 の 処 分 △15,600 19,325 3,725 3,725
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 6,999 6,999

当 期 変 動 額 合 計 1,535 1,535 17,754 △80,662 △59,837 6,999 △52,837
当 期 末 残 高 812,355 786,655 295,433 △165,102 1,729,341 38,089 1,767,430
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社ココペリ経営サポート

キー・ポイント株式会社
なお、キー・ポイント株式会社については、株式の取得により連
結子会社としました。

② 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備については定額法を採用しております。
耐用年数は以下の通りであります。
建物附属設備 ８年〜15年
工具、器具及び備品 ２年〜15年

ロ 無形固定資産 自社利用ソフトウエアは、社内における利用可能期間（３年以
内）に基づく定額法を採用しております。
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② 重要な引当金の基準
イ 貸倒引当金 売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み
額に基づき当期に見合う分を計上しております。

③ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは中小企業の成長を支援するBtoB・SaaSモデルのビジネスプラットフォ
ーム事業を展開しており、具体的には、①中小企業向けDX支援プラットフォーム「Big
Advance」、②その他サービスとして、AI（人工知能）モジュール「FAI」、ITサポートサ
ービス及び補助金活用コンサルティングの提供を行っております。これらから発生した
収益に係る計上基準は次の通りであります。
それぞれの事業においては、主にシステム開発等及びシステム利用サービスの提供並び
に保守運用サービスの提供を行っております。
システム開発等については、ソフトウエア等の開発を履行義務として認識しており、

開発作業の進捗に伴って顧客に成果が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足する
ことから、その進捗度に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度
の測定は、各報告期間の期末日までに発生した開発原価が、予想される開発原価の合計
に占める割合に基づいて行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価
回収基準で収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義
務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを
適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しております。
システム利用サービスについては、各種システムのサービス提供を、保守運用につい

ては、各種システムの運用管理、保守メンテナンスサービスの提供を履行義務として認
識しており、当該サービスの提供を通じて一定の期間にわたり履行義務が充足されると
判断していることから、契約期間にわたり作業の提供に応じて収益を認識しております。
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なお、収益は顧客との契約において約束された金額で測定しており、対価は履行義務
充足時点から１年以内に受領しており、重要な金利要素は含んでおりません。

ロ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果を発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり

均等償却しております。

ハ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。

２.会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通り
であります。

のれんの評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

のれん 300,579

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社は当連結会計年度において、キー・ポイント株式会社の発行済全株式を取得し、連

結子会社化しております。当該株式取得により生じたのれんは、被取得企業の今後の事業
展開によって期待される将来の超過収益力として、企業結合日における当該株式の取得原
価と純資産の差額から算出しております。また、経営環境の著しい悪化等、減損の兆候が
発生した場合には、減損の兆候があると判断し、減損損失を計上する可能性があります。
なお、当連結会計年度においては、認識されたのれんについて、減損の兆候はないと判断
しております。
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② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローは取締役会によって承認された予算を含む事業計画に基づいて

見積っております。事業計画においては、過年度実績や将来の成長見込等を勘案した予測
売上高が含まれております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該会計上の見積りについて、市場環境の変化等により影響を受ける可能性があり、翌

連結会計年度の連結計算書類におけるのれんの評価に重要な影響を与える可能性がありま
す。

繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

繰延税金資産 40,897

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針により、将来減算一時差異及び税務上の繰

越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックスプランニングに基づき、
繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは事業計画を基礎とし
ております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、売上の大宗を占める

Big Advance予想導入金融機関数及びBig Advance予想企業会員数であります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定であるBig Advance予想導入金融機関数及びBig Advance予想企業会員数

は見積りの不確実性があり、導入金融機関数及び企業会員数の変動に伴い、課税所得の見
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積額が変動し、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがありま
す。

３．連結貸借対照表に関する注記
資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 73,440千円
建物 6千円
建物附属設備 15,794千円
工具、器具及び備品 57,638千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当該連結会計年度の末日における発行済株式の数

普通株式 7,916,230株

（2）当該連結会計年度の末日における自己株式の数
普通株式 352,373株

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない新株予
約権を除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 106,150株

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組み方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しておりま

す。資金調達については、資金計画に基づき事業に必要な資金を第三者割当増資、又は銀
行借入により調達しております。
なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
預金は、金融機関の信用リスクに晒されておりますが、預入先は信用度の高い銀行であ
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ります。営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規
程に従いリスク管理を行っています。
営業債務である未払費用は１年以内に支払期日が到来するものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い定期的に取引先の状況を確認し、取引先ごとに期日及び残
高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。
ロ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許
流動性を一定水準維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以

下の通りであります。なお、現金及び預金、売掛金及び契約資産、未払費用等については短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

長期借入金
(一年内返済予定の長期
借入金を含む)

198,277 195,013 △3,263

負債計 198,277 195,013 △3,263

（3）金融商品の時価等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において
形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
(一年内返済予定の長期借入
金を含む)

ー 195,013 ー 195,013

負債計 ー 195,013 ー 195,013

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
・長期借入金(一年内返済予定の長期借入金を含む)
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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６．収益認識に関する注記
(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下の通りであります。
当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：千円）
Big Advance その他のサービス

(注)１ 合計
一時点で移転される財又はサー
ビス (注)２ 32,713 184,504 217,220
一定期間にわたり移転される財
又はサービス 1,539,618 64,193 1,603,811

顧客との契約から生じる収益 1,572,331 248,700 1,821,032

その他の収益 ー ー ー

外部顧客への売上高 1,572,331 248,700 1,821,032
（注）１．「その他のサービス」は、FAI及びITサポートサービス並びに補助金活用コンサルテ

ィングサービスによって構成されております。
２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用する

ことにより、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している契約について
は、一時点で移転される財又はサービスに含めております。

(２) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成
のための基本となる重要な事項に関する注記(４)会計方針に関する事項③ その他連結計算
書類の作成のための重要な事項イ重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載して
いるため、注記を省略しております。
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(３) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首及び期末残高は下記の通りで

す。
（単位：千円）

2024年３月31日
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 90,246 127,696

契約資産 − 5,843

契約負債 24,249 39,599
契約資産は、主にビジネスプラットフォーム事業における履行義務の充足に伴う収益の認

識によって増加し、顧客による検収を受けて請求を行うことにより減少致します。
契約負債は、主にビジネスプラットフォーム事業において契約に基づく役務の提供に先立

って受領した対価に関連するものであり、当社が契約に基づき履行義務を充足した時点で収
益に振り替えられます。
なお、期首における契約負債のうち、当連結会計年度において収益に認識した金額は

23,078千円であります。
また、当連結会計年度において、キー・ポイント株式会社を子会社化したことにより「顧

客との契約から生じた債権」が38,574千円、「契約負債」が21,678千円増加しております。

②残存する履行義務に配分された取引価格
当初に予想される契約期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 228円63銭
１株当たり当期純利益 4円28銭
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８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．その他の注記

(企業結合等関係)
取得による企業結合
(1) 企業結合の概要
①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 キー・ポイント株式会社
事業の内容 システム開発業務

②企業結合を行った主な理由
キー・ポイントは、企業向けにファイル共有、メール管理等を行う自社開発サービス

及び大手企業向けの受託開発を手掛けております。特にファイル共有システムは、業
界トップレベルのセキュリティを実装しており、200社以上の企業に導入実績があり
ます。
当社グループは、中小企業向けのビジネスエコシステムの構築を実現するため、中小

企業DXプラットフォーム「Big Advance」を開発・運営しており、創業以来一貫して
中小企業の支援を行ってまいりました。キー・ポイントが開発したWEBサービスを
「Big Advance」のネットワークを通じてプロダクトを展開することで、中小企業の
DX支援を更に進めるとともに、同社の受託開発で培った開発力を活かした、新しい機
能開発等を進めることで、一層の業況の拡大が見込めると判断し、子会社化するに至
りました。

③ 企業結合日
2023年11月１日（みなし取得日 2023年12月31日）

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とした株式の取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100.0%
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⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年１月１日から2024年３月31日まで

(3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 67,500千円
取得原価 67,500千円

(4）主要な取得関連費用の内容及び金額
仲介手数料 16,000千円

(5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
111,522千円

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③償却方法及び償却期間
11年間にわたる均等償却であります。
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貸 借 対 照 表
2024年３月31日 現在

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
【流 動 資 産】 1,211,930 【流 動 負 債】 188,521

現 金 及 び 預 金 1,071,546 買 掛 金 29,036
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 95,145 未 払 金 16,774
前 払 費 用 28,782 未 払 費 用 67,128
未 収 入 金 11,251 １年内返済予定の長期借入金 19,992
そ の 他 5,925 未 払 法 人 税 等 27,144
貸 倒 引 当 金 △721 未 払 消 費 税 等 18,161

契 約 負 債 4,671
預 り 金 5,613

【固 定 資 産】 912,845 【固 定 負 債】 53,352
有 形 固 定 資 産 76,409 長 期 借 入 金 53,352
建 物 附 属 設 備 58,132 負 債 合 計 241,873
工 具、 器 具 及 び 備 品 18,276 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 216,947 科 目 金 額

ソ フ ト ウ エ ア 164,459 【株 主 資 本】 1,844,812
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 52,488 【資 本 金】 812,355

投資その他の資産 619,488 【資 本 剰 余 金】 786,655
関 係 会 社 株 式 543,500 資 本 準 備 金 786,655
破 産 更 生 債 権 等 378 【利 益 剰 余 金】 410,904
繰 延 税 金 資 産 33,897 繰越利益剰余金 410,904
差 入 保 証 金 40,498 【自 己 株 式】 △165,102
そ の 他 1,592 【新 株 予 約 権】 38,089
貸 倒 引 当 金 △378 純 資 産 合 計 1,882,901
資 産 合 計 2,124,775 負 債 純 資 産 合 計 2,124,775

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
自
至

2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

(単位：千円)
科 目 金 額

【売 上 高】 1,610,622
【売 上 原 価】 722,778
【売 上 総 利 益】 887,843
【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 808,792
【営 業 利 益】 79,051
【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 11
受 取 配 当 金 20,000
受 取 手 数 料 6,000
雑 収 入 1,544 27,556

【営 業 外 費 用】
自 己 株 式 取 得 費 用 399
支 払 利 息 829
雑 損 失 59 1,289

【経 常 利 益】 105,317
【特 別 利 益】

新 株 予 約 権 戻 入 益 5,792
事 業 譲 渡 益 2,000 7,792

【特 別 損 失】
固 定 資 産 売 却 損 81 81

【税 引 前 当 期 純 利 益】 113,028
【法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税】 37,987
【法 人 税 等 調 整 額】 △27,404 10,582
【当 期 純 利 益】 102,445
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
自
至

2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日

(単位：千円)
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 810,820 785,120 785,120 324,058 324,058 △84,440 1,835,558 31,089 1,866,648

当 期 変 動 額

新株の発行 1,535 1,535 1,535 3,070 3,070

自己株式の取得 △99,987 △99,987 △99,987

自己株式の処分 △15,600 △15,600 19,325 3,725 3,725

当期純利益 102,445 102,445 102,445 102,445
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 6,999 6,999

当期変動額合計 1,535 1,535 1,535 86,845 86,845 △80,662 9,253 6,999 16,253

当 期 末 残 高 812,355 786,655 786,655 410,904 410,904 △165,102 1,844,812 38,089 1,882,901

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針
資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については定額法を採用しております。
耐用年数は以下の通りであります。
建物附属設備 ８年〜15年
工具、器具及び備品 ２年〜15年

② 無形固定資産 自社利用ソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年以
内）に基づく定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は中小企業の成長を支援するBtoB・SaaSモデルのビジネスプラットフォーム事業を

展開しており、具体的には、①中小企業向けDX支援プラットフォーム「Big Advance」、
②その他サービスとして、AI（人工知能）モジュール「FAI」、ITサポートサービスの提供を
行っております。これらから発生した収益に係る計上基準は次の通りであります。
それぞれの事業においては、主にシステム開発等及びシステム利用サービスの提供並びに

保守運用サービスの提供を行っております。
システム開発等については、ソフトウエア等の開発を履行義務として認識しており、開発

作業の進捗に伴って顧客に成果が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することか
ら、その進捗度に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、
各報告期間の期末日までに発生した開発原価が、予想される開発原価の合計に占める割合に
基づいて行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで
きないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準で収益を認識し
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ております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時
点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益
を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
システム利用サービスについては、各種システムのサービス提供を、保守運用について

は、各種システムの運用管理、保守メンテナンスサービスの提供を履行義務として認識して
おり、当該サービスの提供を通じて一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断してい
ることから、契約期間にわたり作業の提供に応じて収益を認識しております。
なお、収益は顧客との契約において約束された金額で測定しており、対価は履行義務充足

時点から１年以内に受領しており、重要な金利要素は含んでおりません。
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２．重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りであります。

関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

関係会社株式 543,500

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社はキー・ポイント株式会社の株式を当事業年度に取得いたしました。市場価格
のない関係会社株式は、取得原価をもって帳簿価額としておりますが、当該株式の実
質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場
合を除き、評価損を計上しております。当該関係会社株式の実質価額は、将来の事業
計画に基づいた超過収益力を反映した金額を基礎として算定しております。当該関係
会社株式の帳簿価額と実質価額を比較した結果、実質価額が帳簿価額を著しく下回っ
ていないため、評価損を認識しておりません。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法に用いた主要な仮定
会計上の見積りに用いた主要な仮定は、「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する

注記」の内容と同一であります。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当該会計上の見積りについて、市場環境の変化等により影響を受ける可能性があり、

翌事業年度の計算書類における関係会社株式の評価に重要な影響を与える可能性があ
ります。
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繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

繰延税金資産 33,897

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産の回収可能性 (2)」の内容
と同一であります。

３．貸借対照表に関する注記
資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 50,499千円
建物附属設備 15,620千円
工具、器具及び備品 34,878千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当該事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 352,373株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,521千円
貸倒引当金 24 〃
減価償却超過額 10,605 〃
新株予約権 11,662 〃
その他 8,081 〃

繰延税金資産小計 33,897千円
繰延税金資産合計 33,897千円

６．収益認識関係
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針
(4)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 243円90銭
１株当たり当期純利益 13円15銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年５月22日

株式会社ココペリ
取締役会 御中

爽 監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 板 垣 善 昭
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 博 行

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ココペリの2023年４月１日から2024年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ココペリ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年５月22日

株式会社ココペリ
取締役会 御中

爽 監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 板 垣 善 昭
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 博 行

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ココペリの2023年４月１日から

2024年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準まで軽減するためのセーフガードを適用している
場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は2023年４月１日から2024年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画等に従い、
電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用
人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、常勤監査役が重要な子会社の監査役を兼務しており、子会社の取
締役会に出席するほか、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の執行が適正に行われていることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

④ 事業報告の記載されている会社の事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい
ては、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人爽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人爽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月22日

株式会社ココペリ 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 曽 根 正 昭 ㊞
社外監査役 廣 瀬 文 慎 ㊞
社外監査役 大 村 由紀子 ㊞

以 上
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四ツ谷駅四ツ谷駅

２番口

３番口３番口

１番口

クルトウルハイムクルトウルハイム
聖堂聖堂

上智大学上智大学
聖イグナチオ教会聖イグナチオ教会

雙葉学園雙葉学園

東京消防庁
スクワール麹町

口
町
麹Ｊ

Ｒ
四
ツ
谷
駅

株主総会会場ご案内図
東京都千代田区麹町６丁目６番地

東京消防庁スクワール麹町 ３階 会議室
電話 03-3234-8739

交通：ＪＲ中央線四ツ谷駅 麹町口より 徒歩約30秒
東京メトロ丸ノ内線四ツ谷駅 １番口より 徒歩約３分
東京メトロ南北線四ツ谷駅 ３番口より 徒歩約１分

〇駐車場のご用意はしておりませんのでご了承くださいますよう
お願い申し上げます。
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